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１章	 序論  

























































人の自助努力による準備）への雇用者の関心が高まっていると思われる．   
本研究は，以上の背景を学術上の問題意識に反映させたものである．そもそも，退
職給付に，雇用者の管理における効果があるのか，あるとすれば非正規雇用にも及ぶ
                                                   
4 モデル所得代替率とは，現役の男性の平均手取り収入（ボーナス込み）に対する夫婦の年金
額（65 歳時点）の比率を意味し，2014 年度には 62.7%と推計された．   








のか，これらの可能性を検証する．   


























２章	 退職給付の形成過程と非正規雇用者の引退後の所得としての期待  












歳で退職をしても，年金の支給開始は 60 歳からということがある．また，60 歳から






                                                   
























金が 1962 年に，厚生年金基金が税制適格な制度として 1965 年に法制されたことで，
                                                   
7	 今野・佐藤（2002）では，日本の雇用者が，退職給付を年金ではなく一時金として選択す
ることが多い理由に次の 3 点をあげた．第 1 に一時金には年金よりも税制上の優遇があり，
第 2 に企業年金には原則的に物価スライド制がなく将来の年金受取額に不安を持つ雇用者が





スライドを持つ制度はないと思われる．   
8	 算定式等の就業規則や企業年金の規約への記載は一般的である．  
9 ここでは以下の研究を参照している，山﨑（1988），臼杵（2001），河村（2002），橘木・中
居（2002），久保（2005），大川（2014），大湾・須田（2009），久保（2014）．  



















の，2016 年度末の企業型確定拠出年金の加入者数は 590 万人を超え，2002 年に創設
された確定給付型年金の一形態である確定給付企業年金の 72%にまで増えている（図
表２−１）．一方で，資産でみると，企業型確定拠出年金の残高は約 11 兆円に留まり，
確定給付企業年金（59 兆円）の 2 割に満たない．  
2002 年 4 月に確定給付企業年金が設立された主たる目的は，それまでの日本におけ
る確定給付型年金の 1 つであった適格退職年金が，2012 年 3 月に廃止されて以後の受

















図表２−１	 日本の主たる退職給付制度の加入者数と資産残高  
 
（出所）企業年金連合会「企業年金に関する基礎資料（平成 27 年 12 月 , 平成 29 年 12 月）」, 
信託協会「企業年金の受託概況（平成 19 年 3 月 ,平成 23 年 3 月 ,平成 27 年 3 月 , 平成 27
年 3 月）」 , 野村総合研究所「確定拠出年金の利用実態調査 (2015/3)報告」より筆者作成． 
注）中小企業退職金共済制度の 2007 年 3 月末の資産残高には 2008 年 3 月末の数字を使
用した．  
2.3.2. 先行する米国の制度と特徴13  
米国での 初の確定給付型年金は，1875 年に American Express 社が導入しており，
勤続 20 年以上で回復不能の障害を有した雇用者に給付された．ペンシルベニア鉄道会











                                                   
13 ここでは以下の研究を参照している，津田（1998），野村（2000），小野（2007），篠原（2014），










大手の Ford 社は 1949 年に，また General Motors 社が 1950 年に年金方式の退職給付
制度を導入した．  














                                                   
14 1964 年のステユドベーカー社の事件が有名である．  










図表２−２	 米国の退職給付制度における雇用者数の推移  
 
（出所）U.S. Department of Labor，September 2015，Private Pension Plan Bulletin 
Historical Tables and Graphs 1975-2013 より筆者作成 . 
図表２−３	 米国の退職給付制度における資産残高の推移  
 
（出所）U.S. Department of Labor，September 2015，Private Pension Plan Bulletin 
Historical Tables and Graphs 1975-2013 より筆者作成 . 























































































                                                   
17 2012 年 8 月 10 日に成立し，22 日に公布された．  
18 施行日は 2016 年 10 月 1 日である．  
19 年金機能強化法が施行される前の厚生年金への加入条件の１つであった勤務時間数は 30 時
間以上であった．新しい適用条件は週 20 時間以上に緩和されたものの，501 人以上の事業
所に勤め，１年以上の勤務が見込まれる雇用者に限定された．   
20 永瀬（2011）は，毎年 4~6 月の平均報酬から標準報酬月額が定時決定される現在の仕組み
に加え，パートタイム労働者においては，月ごとに変動する報酬に合わせて社会保険料が変





























                                                   
21 日本経済新聞電子版の 2018 年 5 月 27 日の記事による．
https://r.nikkei.com/article/DGKKZO31015300W8A520C1EA1000?n_cid=kobetsu&s=3



































                                                   
24 一般的には，給与よりも退職給付での実効税率の方が低い．  
25 オリックス株式会社が運営するベネフィット・ワン企業年金基金である．  
26 日本経済新聞電子版の 2017 年 9 月 26 日の記事による．
https://www.nikkei.com/article/DGXLZO21526020W7A920C1EA2000/へ 2018 年 11 月 24
日にアクセス．  
27 事業主が毎月 100 円を掛け金として積み立て，雇用者も給与の１割以内で且つ 1,000 円か



































３章	 退職給付の雇用管理上の効果に関する先行研究のサーベイ  







































主の期待の一助としての退職給付の効果を検証した先行研究を見てみる．   
3.3.1. 米国の制度  
はじめに，確定給付型年金の特性とされる，後払い賃金及び低ポータビリティの 2
点における，離職抑止の効果を扱った研究をみる．確定拠出型年金の離職抑止での効
果についても触れる．   










































Y 歳まで支払い続けることや，後払い賃金の一形態としての確定給付型年金の Y 歳で
の支給を約束することで離職の抑止があるとした29．なお，Y は公的年金の受給開始年





















                                                   
29 この点を Bartel and Borjas (1977)，McCormick and Hughes (1983)，Mitchell and Fields 


































Quality of Employment Survey による 1973 年及び 1977 年のパネルデータを用いて，



















3.3.1.2. 確定拠出型年金による離職の抑止  
確定拠出型年金による離職抑止の効果を明示した研究は確認されなかった．一方で，
確定給付型年金を，確定拠出型年金に変更した場合に，退職年齢が遅れるのか，また
は早まるのかを実証し，異なる結論を出した 2 つの研究がある．  




33．そこでは，ある企業の営業職で，1980 年１月の時点で 50 歳以上の少なくとも 3
年の勤続年数がある 1,500 人のデータを元に，確定拠出型年金における 60 歳の受給額
が，確定給付型年金と等しくなるように拠出率を設定して退職確率の年齢での変化を
みた．そして，確定給付型年金から確定拠出型年金への移行を選択した雇用者につい
ては，55 歳と 60 歳での飛躍的な受給額の増加がなくなるために，より若年での退職
確率が高まるとした．  
次に，Friedberg and Webb (2000，2003)においては，被説明変数を雇用者の自発的
な離職のダミーとし，説明変数は，確定給付型年金と確定拠出型年金の受給資格の有
無と現在価値，確定拠出型年金での事業主によるマッチング掛金の有無，受給可能な
                                                   
32 類似した研究には Gustman and Steinmeier (1990)がある．  










公的年金の現在価値及び Peak Value34としてモデルを設定した．そこでは，1931 から














3.3.2. 日本の制度  
米国と同様に，確定給付型年金と確定拠出型年金における離職抑止の先行研究につ
いて概観した．なお，米国とは異なり，日本では一時金を扱った研究も認められた．  





                                                   
































                                                   

































































3.4. 退職への誘引  
事業主が雇用量を減らす方法には，雇用者の自己都合による退職，早期退職制度に










など，設計次第で確定給付型年金の離職抑止や採用での効果に近いものが期待できる．   













3.4.1. 米国の制度  





3.4.1.1. 確定給付型年金による退職の誘引  
図表３−１の Y 歳にて支給を予定していた確定給付型年金よりも，現在価値が飛躍的
に大きい確定給付型年金 2 を Z 歳で支給することで，雇用者をより早期で退職に誘引
することを事業主が企図する状況を示す（図表３−２）．  
                                                   








図表３−２	 確定給付型年金及び限界生産性の関係（退職誘引）  
 
（出所）臼杵（2001，p.6），青木・奥野・村松（1996，p.126）に筆者が加筆．  
例えば Mitchell and Field (1983)などでは，米国労働省の 8,700 人のデータで，被
説明変数を想定退職年齢とし，説明変数を雇用者の確定給付型年金と公的年金の受給
額及びその他の所得として退職年齢のモデルを作った．その結果を図表３−２に当ては





                                                   








3.4.1.2. 確定拠出型年金による退職の誘引  
確定拠出型年金が，退職誘引に効果があるとする先行研究は確認できなかった．し
かし，意図されなかったものの，確定拠出型年金の適用が結果的に退職の誘引に効果
を及ぼすとした研究がある．例えば，Friedberg and Webb (2000)は，資産運用が好調
な結果，想定よりも早い年齢にて退職後に必要な資産が形成されると，事業主が想定








の存在を示した45．   









































































採用する上での，退職給付の効果に関わる先行研究を概観する．   
3.5.1. 米国の制度  






                                                   




































51 類似する米国での退職給付の採用への効果に言及する研究には，Ausink (1991)， Dye and 




























3.6. おわりに  


































(1998)や  Thaler and Sunstein（2008）などが示すように，ライフサイクル仮説など
の想定とは異なり，引退後の支出に備えて留保することなく，現在の消費のために支































































４章	 雇用者の退職給付に対する意識の Web アンケート  





4.2. Web アンケートの実施要領  




転職希望者においては可能なのか，などの検証を企図して質問を構成した．   
4.2.2. アンケートの対象者と質問及び回答の構成  
（１）対象者  
Web アンケートは，マイボイスコム（株）55を通して，2016 年 3 月 23 日から 29 日
の間に実施した．同社に登録する 1,818 人に依頼がなされ，1,159 人（うち正規雇用者
548 人，非正規雇用者 611 人）より回答が得られた（有効回収率 63.8％）．アンケート









の対象は，年間収入が 200 万円以上56，年齢は 20 歳から 49 歳の民間企業の雇用者と
した57．  
アンケートの対象者には，２つの調査票にて 45 の質問をした（補図表１）． 初に
「ご自身に関するアンケート」として現在の職業や雇用形態，年収を４つの質問で尋
ねた．その上で，「お仕事に関するアケート」として，残りの質問を聞いている．なお，
本章の説明では，実際のアンケートとは異なり，全ての質問項目の頭に Question の Q
と数字をつけている（Q15 など）．そして「ご自身に関するアンケート」での４つの質
問については，他の質問項目との識別を容易にするため，Q の前にさらに Facesheet








                                                   






57 雇用者年齢に下限と上限を設けた理由は，以下の通りである．まず，下限を 20 歳としたの
は，高校を卒業と同時に就職してから離職までの期間が極端に短い者を省くためである．厚
生労働省（2018b）によれば，新規大卒就職者に次いで労働力人口に占める割合が高い新規





人における年齢の記載が原則は認められていないものの，同法施行規則 1 条の 3 により例外
が認められている．具体的には，長期勤続によるキャリア形成を眼目とした求人や，技能・
ノウハウの継承の観点から労働者数が相当程度少ないとされる特定の職種における募集で









る．   
本章の説明においては，質問の順番，回答肢の数と大きさの意味，などが，実際に









4.3. 質問内容及び回答肢  











                                                   











元本と運用の利回りを約束していることを明示した（図表４−１，Q1 の下線）59．  
２つ目に，転職の際，候補先における退職給付制度の有無が新しい事業主の選択に
影響するか否かをみるために「仮に転職をするとして，候補先に退職給付制度を有す











した（図表４−１，Q7 の下線）．  



















図表４−１	 退職給付の選択に関する重要な質問と回答  







































きます．B 社では，毎月 1 万円を，給与とは
別に特別手当として支給します．あなたなら，






1. 1= 必ず A 社（退職金制度あり）を選び，B 社
（特別手当）は選ばない  
2. 2= 多分，A 社（退職金制度あり）を選び，B
社（特別手当）は選ばない  
3. 3= どちらかといえば，A 社（退職金制度あり）
を選び，B 社（特別手当）は選ばない  
4. 4= どちらかといえば，B 社（特別手当あり）
を選び，A 社（退職金制度あり）は選ばない  
5. 5= 多分，B 社（特別手当あり）を選び，A 社
（退職金制度あり）は選ばない  








及び Q8〜Q11）．回答肢の数と内容は Q1 と Q７のものと同じである（図表４−１の A








図表４−２	 退職給付の選好を測る追加の質問  
質問番号  質問  
Q2 その会社（派遣社員の方は派遣元の会社）で 1 年勤めないと，退職金が受け取れ
ない，という場合でも退職金を選択しますか．  
Q3 その会社（派遣社員の方は派遣元の会社）で 3 年勤めないと，退職金が受け取れ
ない，という場合でも退職金を選択しますか．  
Q4 その会社（派遣社員の方は派遣元の会社）で 10 年勤めないと，退職金が受け取
れない，という場合でも退職金を選択しますか．  




Q8 A 社の退職金は，1 年以上勤めないと受け取れない，という場合でも，A 社を転
職先として選びますか．次から選んでください  
Q9 A 社の退職金は，3 年以上勤めないと受け取れない，という場合でも，A 社を転
職先として選びますか．次から選んでください  
Q10 A 社の退職金は，10 年以上勤めないと受け取れない，という場合でも，A 社を転
職先として選びますか．次から選んでください  











個の回答肢は， 初の２つの質問にて「１万円給与が減る代わりに，１万 5 百円を会
社が積み立てたら」，「１万円給与が減る代わりに，１万１千円を会社が積み立てたら」



















とから，４つの異なる期間による長期勤続に対する意識を問いた（図表４−３）．   
図表４−３	 長期勤続の指向を確認するための質問と回答  













Q13-2: 低３年  
Q13-3: 低 10 年  














ための４つの質問を設定した（図表４−４）．Q14 と Q15 の回答肢は６つの順序尺度を
                                                   
61 21 世紀 COE プログラム（http://www.iser.osaka-u.ac.jp/survey_data/top_jp.html）で 2003












期を３年後とした Q17 では，加算額は 1,000 円刻みで 高３万円となるまで増やし，








図表４−４	 時間選好率を測るための質問と回答  




も 後にとっておいて食べるか．  
 





















らならば 1 年後にもらうか．  
 
A16-1~13：  
10,500 円=1，11,000 円=2，12,000 円=3，以後 1000
円刻みで 20,000 円まで=4〜11，20,000 円より多けれ





らならば 1 年後にもらうか．  
 
A17-1~23：  
10,500 円=1，11,000 円=2，12,000 円=3，以後 1000
円刻みで 30,000 円まで=4〜21，30,000 円より多けれ






































図表４−５	 退職給付の選択に影響する主観を確認する質問と回答  








































A: 「虎穴」の考え方に完全に共感するを  10 点，「君

































図表４−６	 雇用の状態に対する意識の質問と回答  
質問番号  質問（Q）と回答（A）  回答値の大きさと  
意味  
Q34 






































































図表４−７	 客観的な属性の質問と回答  
質問  回答  
Q4 昨年 1 年間の給与総額
（個人・世帯）  
200 万円以上 300 万円未満=1，300 万円以上 400 万円未満
=2，  
400 万円以上=3 
Q18 婚姻の有無  結婚していない・死別=0，結婚している=1 
Q19 扶養する配偶者の有無  無い=0，有る=1 
Q20 親との同居  していない=0，している=1 
Q21 扶養する親の有無  無い=0，有る=1 
Q27 預貯金・有価証券など
の金融資産額（個人・世帯） 
300 万円未満=1，300 万円以上〜500 万円未満=2，  
500 万円以上=3 
Q28 住まいの形態  持ち家=1，持ち家でない=0 
Q29 住宅ローンの有無  有る=1，無い=0 
Q30 住宅ローンの残高  
500 万円未満=1, 500 万円以上 1000 万円未満=2, 1000 万円
以上 1500 万円未満=3, 1500 万円以上 2000 万円未満=4, 
2000 万円以上 2500 万円未満=5, 2500 万円以上 3000 万円未
満=6, 3000 万円以上 3500 万円未満=7, 3500 万円以上 4000
万円未満=8, 4000 万円以上 4500 万円未満=9, 4500 万円以上
5000 万円未満=10, 5000 万円以上=11 
Q32 子供の数  0 人=1，1 人＝2，2 人=3，3 人=4，4 人以上=5 
Q33 勤続年数  
1 年未満=1，1 年以上〜5 年未満=2，5 年以上〜10 年未満=3，
10 年以上〜15 年未満=4，15 年以上〜20 年未満=5，  
20 年以上=6 
基本属性：年齢階層  20 代=2，30 代=3，40 代=4 
基本属性：性別区分  男＝0，女＝1 
（出所）筆者作成．  
注）基本属性は，Web アンケート会社が回答者より事前に収集したものである．  















図表４−８	 退職給付制度の有無と知識に関わる質問と回答  



















































属性・性別）．   
4.4.2. 正規雇用と非正規雇用のデータの比較  
正規雇用と非正規雇用の回答の平均値の差が，多くの質問において，統計的に有意
な水準で確認された（図表４−９）．以下，退職給付の効果を検証する上で重要と考え
られる質問に関し，検証の結果を示す．   








勤めるべき 低の年数を尋ねた Q13_1〜4 では，正規雇用の方が非正規雇用と比べ
て，長く勤めることを肯定する可能性が示された．ただし，勤めるべき期間を 低１












年とした Q13_1 だけは，10%の水準でも統計的に有意な結果にはならなかった．  
時間選好率を測るための質問の Q15 と Q16 は，回答値が小さいほど時間選好率が低
いことを意味し，いずれも正規雇用の回答値が非正規よりも小さい．ただし，統計的
に有意（1％水準）な結果が示されたのは，「今日もらえる壱万円が，幾らになれば 1









































小  大  平均  標準  
偏差  平均  
標準  















1 6 3.35 1.547 3.29 1.581 3.41 1.516 0.091 1.290  
Q13_1 低 1 年は
勤めるべき  1 6 4.60 1.322 4.62 1.289 4.57 1.352 0.078 -0.680  
Q13_2 低 3 年は
勤めるべき  1 6 4.32 1.292 4.46 1.242 4.20 1.324 0.076 -3.372 *** 
Q13_3 低 10 年
は勤めるべき  1 6 3.53 1.292 3.77 1.236 3.32 1.305 0.075 -6.110 *** 
Q13_4 60 歳まで












8.19 4.229 7.83 4.264 8.52 4.173 0.248 2.776 *** 
（大きい
ほど高額） 
Q18 既婚である  0 1 0.39 0.487 0.52 0.500 0.27 0.444 0.028 -8.889 *** 
Q19 配偶者を扶養
する  0 1 0.22 0.411 0.35 0.476 0.10 0.298 0.024 -10.509 *** 
Q20 親と同居する  0 1 0.34 0.473 0.29 0.453 0.38 0.487 0.028 3.497 *** 
Q21 親を扶養する  0 1 0.09 0.280 0.10 0.303 0.07 0.256 0.017 -1.918 * 
Q22	 勤め先に退
職金制度がある  0 1 0.40 0.491 0.65 0.479 0.19 0.390 0.026 -17.790 *** 
Q23 退職金制度の
対象者である  0 1 0.32 0.466 0.60 0.491 0.07 0.250 0.023 -22.737 *** 























小  大  平均  標準  
偏差  平均  
標準  




誤差  t 値  
 
Q25 老後（65 歳以
降）の生活が心配  1 6 4.91 1.206 4.73 1.179 5.08 1.205 0.070 5.018 *** 
Q26 退職金の税率
は給与のより低い  0 1 0.21 0.409 0.27 0.442 0.16 0.370 0.024 -4.261 *** 
Q27 金融資産：  
3 段階  1 3 1.84 0.905 2.02 0.918 1.68 0.863 0.052 -6.487 *** 
Q28 持ち家がある  0 1 0.55 0.498 0.64 0.480 0.47 0.499 0.029 -5.998 *** 
Q29 住宅ローンが
ある  0 1 0.24 0.429 0.37 0.482 0.13 0.338 0.025 -9.541 *** 
Q31 学歴は大学卒
業以上だ  0 1 0.52 0.500 0.60 0.490 0.45 0.498 0.029 -5.245 *** 
Q32 子供の数  1 5 1.51 0.880 1.78 1.019 1.26 0.642 0.051 -10.275 *** 
Q33 現職での勤続
年数  1 6 3.10 1.495 3.87 1.510 2.42 1.097 0.078 -18.537 *** 
Q34 今後も同じ雇
用形態がよい  1 6 3.99 1.455 4.69 1.179 3.37 1.397 0.076 -17.412 *** 
Q36 今の職場に満
足である  1 6 3.55 1.140 3.49 1.112 3.61 1.162 0.067 1.684 * 
Q37 転職を希望し
ている  1 6 3.60 1.379 3.28 1.353 3.89 1.339 0.079 7.720 *** 
Q38 健康状態  1 6 4.03 0.990 3.96 0.969 4.09 1.006 0.058 2.231 ** 
Q39 喫煙の習慣  0 6 1.29 1.819 1.45 1.880 1.14 1.751 0.107 -2.913 *** 
Q40 高い成果を得
るには危険を冒す  0 10 4.52 2.123 4.70 2.127 4.36 2.108 0.125 -2.791 *** 
Q41 自分は盗難に
は，遭わない  1 6 3.43 1.056 3.45 1.049 3.42 1.063 0.062 -0.452  
FQ2 雇用形態  
正規=0，非正規=1 0 1 0.53 0.499 — — — — — — — 
FQ4 個人給与  1 3 2.01 0.882 2.51 0.754 1.56 0.734 0.044 -21.711 *** 
基本属性：性別  	
男性 0,女性 1 0 1 0.42 0.494 0.25 0.431 0.58 0.494 0.027 12.379 *** 
基本属性：年齢階
層 20，30，40 代  2 4 3.52 0.637 3.54 0.634 3.50 0.639 0.037 -1.181  
（出所）筆者作成．  
注１）***，**，*は p 値が，それぞれ 0.01，0.05，0.1 未満であることを示す．  
注２）基本属性は，Web アンケート会社が回答者より事前に収集したものである．  












する質問 Q1 と Q7 において，非正規の独身の女性の方が，30 歳以上の男性と比べて
回答値が小さいことから，退職給付を選好する可能性が示された．ただし，いずれの
質問においても 10%水準であっても，統計的に有意な結果とならなかった．  
勤めるべき 低の年数を問う Q13_1〜4 では，非正規の 30 歳以上の男性の方が，独
身女性と比べて，長く勤めることを肯定する可能性が示された．ただし，回答の平均
値の差が統計的に有意な水準（1％）となったのは，勤めるべきとした期間が 10 年及
び定年までの場合のみであった（Q13_3 及び Q13_4）．  




給与の水準は，非正規の 30 歳以上の男性の方が，独身の女性よりも高い傾向が 1％





































30 歳以上の男性と  
独身の女性における  
平均値の差の検定  
小  大  平均  標準  
偏差  平均  
標準  














1 6 3.41 1.516 3.49 1.642 3.38 1.426 0.138 -0.796  
Q13_1 低 1 年は
勤めるべき  1 6 4.57 1.352 4.47 1.403 4.58 1.313 0.122 0.858  
Q13_2 低 3 年は
勤めるべき  1 6 4.20 1.324 4.18 1.352 4.11 1.328 0.120 -0.606  
Q13_3 低 10 年
は勤めるべき  1 6 3.32 1.305 3.47 1.346 3.12 1.223 0.115 -3.029 *** 
Q13_4	 60 歳まで











8.52 4.173 8.63 4.214 8.52 4.152 0.374 -0.284  
（大きい
ほど高額） 
Q20 親と同居する  0 1 0.38 0.487 0.41 0.492 0.48 0.500 0.044 1.563  
Q21 親を扶養する  0 1 0.07 0.256 0.11 0.315 0.05 0.211 0.024 -2.681 *** 
Q22 勤め先に退職
金制度がある  0 1 0.19 0.390 0.17 0.379 0.21 0.405 0.035 0.931  
Q23 退職金制度の
対象者である  0 1 0.07 0.250 0.07 0.256 0.07 0.249 0.023 -0.181  


























30 歳以上の男性と  
独身の女性における  
平均値の差の検定  
小  大  平均  標準  
偏差  平均  
標準  




誤差  t 値   
Q25 老後（65 歳以
降）の生活が心配  1 6 5.08 1.205 5.07 1.211 5.16 1.171 0.106 0.874  
Q26 退職金の税率
は給与のより低い  0 1 0.16 0.370 0.13 0.334 0.14 0.343 0.030 0.267  
Q27 金融資産：  
3 段階  1 3 1.68 0.863 1.65 0.865 1.68 0.861 0.077 0.311  
Q28 持ち家がある  0 1 0.47 0.499 0.47 0.500 0.47 0.500 0.045 0.089  
Q29 住宅ローンが
ある  0 1 0.13 0.338 0.16 0.364 0.05 0.211 0.027 -4.101 
*** 
Q31 学歴は大学卒
業以上だ  0 1 0.45 0.498 0.48 0.501 0.40 0.491 0.044 -1.856 
* 
Q32 子供の数  1 5 1.26 0.642 1.34 0.734 1.12 0.429 0.054 -4.015 *** 
Q33 現職での勤続
年数  1 6 2.42 1.097 2.48 1.081 2.37 1.130 0.099 -1.064 
 
Q34 今後も同じ雇
用形態がよい  1 6 3.37 1.397 3.11 1.437 3.55 1.314 0.123 3.541 
*** 
Q36 今の職場に満
足である  1 6 3.61 1.162 3.10 1.239 3.54 1.059 0.103 4.298 
*** 
Q37 転職を希望し
ている  1 6 3.89 1.339 4.05 1.367 3.86 1.266 0.118 -1.604 
 
Q38 健康状態  1 6 4.09 1.006 3.94 1.041 4.12 0.950 0.089 2.088 ** 
Q39 喫煙の習慣  0 6 1.14 1.751 1.56 1.965 0.86 1.528 0.158 -4.377 *** 
Q40 高い成果を得
るには危険を冒す  0 10 4.36 2.108 4.67 2.201 4.10 2.009 0.188 -3.008 
*** 
Q41 自分は盗難に
は，遭わない  1 6 3.42 1.063 3.39 1.120 3.45 0.982 0.094 0.624 
 
FQ4 個人給与  1 3 1.56 0.734 1.74 0.789 1.45 0.659 0.065 -4.527 *** 
基本属性：年齢階
層 20，30，40 代  2 4 3.50 0.639 3.68 0.468 3.42 0.680 0.052 -4.942 
*** 
（出所）筆者作成．  
注１）***，**，*は p 値が，それぞれ 0.01，0.05，0.1 未満であることを示す．  


















































ある．   























































1	 3	 1.84	 O.905	 2.06	 0.919	 1.73	 0.880	 0.057	 5.637	 ***	
FQ2 雇用形態：	
無期=0，有期=1	
0	 1	 0.53	 0.499	 0.11	 0.315	 0.72	 0.449	 0.023	 -26.597	 ***	
FQ4 個人給与：	
3 段階	
1	 3	 2.01	 0.882	 2.54	 0.733	 1.76	 0.835	 0.048	 16.056	 ***	
基本属性：性別		
男性 0,女性 1	




2	 4	 3.52	 0.637	 3.54	 0.642	 3.51	 0.634	 0.040	 0.774	 	
（出所）筆者作成．  
注１）***，**，*は p 値が，それぞれ 0.01，0.05，0.1 未満であることを示す．  





で，有意に確認された66．   
4.5.2. 検証の結果（正規雇用サンプル）  
正規雇用に限定したサンプルにおいては，給与が高いほど，退職給付制度の対象で
ある傾向が 1％の水準で有意に確認できる（図表４−１２，FQ4）．  
                                                   
66 回答者が属する企業の割合を社員数でみた場合，300 人未満の企業に属する回答者が 52％，
300 人以上 1,000 人未満だと 17％，1,000 人以上が 31％であり，内閣府（2014）が示す常
用雇用者の割合に近似する（300 人未満が 55％，300 人以上 1,000 人未満が 14％，1,000
























小  大  平均  標準  
偏差  平均  
標準  




誤差  t 値  
 
Q27 金融資産：  
3 段階  1 3 2.02 0.918 2.06 0.920 1.95 0.913 0.080 1.484  
FQ4 個人給与：  
3 段階  1 3 2.51 0.754 2.62 0.676 2.35 0.832 0.067 4.048 *** 
基本属性：性別   
男性 0,女性 1 0 1 0.25 0.431 0.23 0.423 0.27 0.443 0.038 -0.912  
基本属性：年齢階層	
20，30，40 代  2 4 3.54 0.634 3.53 0.644 3.55 0.620 0.055 -0.360  
（出所）筆者作成．  
注１）***，**，*は p 値が，それぞれ 0.01，0.05，0.1 未満であることを示す．  
注２）基本属性は，Web アンケート会社が回答者より事前に収集したものである．  
4.5.3. 検証の結果（非正規雇用サンプル）  
非正規雇用に限定したサンプルにおいては，金融資産が多く，給与が高いほど，退
職給付制度の対象である傾向が 5％の水準ではあるものの，有意に確認できる（図表４
−１３，Q27，FQ4）．   
















小  大  平均  標準  
偏差  平均  
標準  




誤差  t 値  
 
Q27 金融資産：  
3 段階  1 13 2.27 2.241 3.20 3.043 2.20 2.160 0.484 2.061 ** 
FQ4 個人給与：  
3 段階  1 3 1.56 0.734 1.90 0.860 1.54 0.718 0.138 2.655 ** 
基本属性：性別   
男性 0,女性 1 0 1 0.58 0.494 0.54 0.505 0.59 0.493 0.080 -0.618  
基本属性：年齢階層	
20，30，40 代  2 4 3.50 0.639 3.59 0.631 3.49 0.639 0.103 0.929  
（出所）筆者作成．  
注１）***，**，*は p 値が，それぞれ 0.01，0.05，0.1 未満であることを示す．  












傾向も示された．   














































5.1. はじめに  
本章では，３章の先行研究にて確認した，退職給付による人材の選別の効果及び離


















                                                   



































                                                   
69 労働者派遣法の正式名は「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の













5.3.1. 長期勤続の指向が強い，あるいは時間選好率が低い人材の選別  








すると示唆した．   
5.3.2. 賃金プロファイルによる離職の可能性が低い人材の選別  

















賃金プロファイルでの有用な人材の選別の可能性を示した Lazear and Gibbs（2017），
などがある．また，Loewenstein and Sicherman (1991)などは，自制心の欠如を自覚
する者が，将来の消費に備えた貯蓄を困難と考えることから，右上がりの傾きがある
賃金プロファイルを選好する可能性を示唆する70．  
5.3.3. 非正規雇用者における人材の選別の可能性  
Buchmueller (1999)は，同じ短時間労働者でも，より単純な業務を担う者ほど退職
給付を含めた福利厚生制度の存在に惹かれるとし，非正規雇用者での選別における退






5.4. 人材の選別における２つの仮説  
第１節における問題意識及び前節での先行研究を踏まえ，長い期間１つの会社で働
く意志がある，あるいは時間選好率が低い人材の選別に関する以下の２つの仮説を設
定する．   




                                                   
70 賃金プロファイル，後払い賃金の日本での研究については大橋（1990）や瀬下（1997）な




























5.4.2. 転職者の採用における人材の選別（仮説２）  
ここでは，採用において，退職給付の活用により長期の勤続を指向し，時間選好率
の低い人材が応募する確度が向上する可能性を考える．例えば，転職を検討する雇用
者に対して A と B の 2 社が採用の意思を示したとする．A 社は退職給付制度を有し，
                                                   


























5.5. Web アンケートの概要  
４章でも説明をしたように，2016 年 3 月に Web アンケートを，マイボイスコム（株）
に登録する民間企業の雇用者 1,818 人を対象に実施し，1,159 人（うち正規雇用者 548
人，非正規雇用者 611 人）より回答が得られた（有効回収率 63.8％）73 74．本論では，
同アンケートの 45 個の質問より，退職給付の選択の傾向を測るもの２つを被説明変数
とし，14 個を説明変数に用いた．   
                                                   
73 本研究のアンケートの対象は，Web 調査会社に登録する個人で年間収入が 200 万円以上，






























































研究にて用いられていることから，本研究でもコントロール変数とした（図表５−２）．   
  




























































































これは，Lee and Ohtake（2014）などの結果とも符合する．  
  




















小  大  平均  標準
偏差  平均  
標準




誤差  t 値  
 
被説明変数             
現在の職場での  
退職給付の選択  1 6 3.05 1.643 2.90 1.684 3.20 1.593 0.096 3.120 *** 
退職給付を持つ  
事業主の選択  1 6 3.35 1.547 3.29 1.581 3.41 1.516 0.091 1.290  
説明変数             
長期勤続の指向  1 6 3.53 1.292 3.77 1.236 3.32 1.305 0.075 -6.110 *** 
時間選好率  1 13 8.19 4.229 7.83 4.264 8.52 4.173 0.248 2.776 *** 
転職の希望  1 6 3.60 1.379 3.28 1.353 3.89 1.339 0.079 7.720 *** 
給与  1 3 2.01 0.882 2.51 0.754 1.56 0.734 0.044 -21.711 *** 
金融資産  1 3 1.84 0.905 2.02 0.918 1.68 0.863 0.052 -6.487 *** 
勤続年数  1 6 3.10 1.495 3.87 1.510 2.42 1.097 0.078 -18.537 *** 
年齢階層  2 4 3.52 0.637 3.54 0.634 3.50 0.639 0.037 -1.181  
子供の数  1 5 1.51 0.880 1.78 1.019 1.26 0.642 0.051 -10.275 *** 
住まいの形態  0 1 0.55 0.498 0.64 0.480 0.47 0.499 0.029 -5.998 *** 
性別区分  0 1 0.42 0.494 0.25 0.431 0.58 0.494 0.027 12.379 *** 
終学歴  0 1 0.52 0.500 0.60 0.490 0.45 0.498 0.029 -5.245 *** 
扶養する配偶者  0 1 0.22 0.411 0.35 0.476 0.10 0.298 0.024 -10.509 *** 
実効税率の知識  0 1 0.21 0.409 0.27 0.442 0.16 0.370 0.024 -4.261 *** 
退職給付の対象  0 1 0.32 0.466 0.60 0.491 0.07 0.250 0.023 -22.737 *** 
（出所）筆者作成．  
注）***，**，*は p 値が，それぞれ 0.01，0.05，0.1 未満であることを示す．  




















































小  大  平均  標準
偏差  平均  
標準




誤差  t 値  
 
被説明変数             
現在の職場での  
退職給付の選択  1 6 3.12 1.640 2.91 1.671 3.26 1.606 0.135 2.636 *** 
退職給付を持つ  
事業主の選択  1 6 3.44 1.541 3.34 1.568 3.51 1.522 0.127 1.349  
説明変数             
長期勤続の指向  1 6 3.39 1.301 3.55 1.197 3.29 1.356 0.104 -2.515 ** 
時間選好率  1 13 8.23 4.190 8.06 4.201 8.34 4.185 0.347 0.814  
転職の希望  4 6 4.69 0.762 4.54 0.712 4.79 0.779 0.062 3.894 *** 
給与  1 3 1.86 0.859 2.40 0.795 1.51 0.703 0.063 -14.146 *** 
金融資産  1 3 1.77 0.885 1.97 0.910 1.64 0.844 0.073 -4.475 *** 
勤続年数  1 6 2.78 1.347 3.47 1.414 2.33 1.087 0.107 -10.639 *** 
年齢階層  2 4 3.44 0.656 3.42 0.655 3.45 0.658 0.054 0.468  
子供の数  1 5 1.46 0.857 1.73 1.031 1.28 0.662 0.075 -6.134 *** 
住まいの形態  0 1 0.50 0.500 0.59 0.493 0.44 0.497 0.041 -3.625 *** 
性別区分  0 1 0.45 0.498 0.27 0.445 0.56 0.496 0.039 7.655 *** 
終学歴  0 1 0.51 0.500 0.58 0.494 0.46 0.499 0.041 -2.824 *** 
扶養する配偶者  0 1 0.17 0.379 0.30 0.459 0.09 0.289 0.033 -6.240 *** 
実効税率の知識  0 1 0.22 0.412 0.29 0.457 0.16 0.372 0.035 -3.686 *** 
退職給付の対象  0 1 0.24 0.428 0.52 0.501 0.06 0.232 0.034 -13.541 *** 
（出所）筆者作成．  










                                                   


























小  大  平均  標準
偏差  平均  
標準




誤差  t 値  
 
被説明変数             
現在の職場での  
退職給付の選択  1 6 2.98 1.644 2.89 1.697 3.09 1.571 0.141 1.452  
退職給付を持つ  
事業主の選択  1 6 3.25 1.550 3.25 1.593 3.25 1.497 0.133 -0.007  
説明変数             
長期勤続の指向  1 6 3.69 1.266 3.95 1.241 3.36 1.224 0.106 -5.528 *** 
時間選好率  1 13 8.15 4.274 7.65 4.311 8.79 4.148 0.365 3.124 *** 
転職の希望  4 6 2.39 0.763 2.29 0.795 2.52 0.702 0.064 3.573 *** 
給与  1 3 2.18 0.877 2.60 0.709 1.64 0.773 0.064 -14.908 *** 
金融資産  1 3 1.91 0.922 2.05 0.924 1.73 0.890 0.078 -4.167 *** 
勤続年数  1 6 3.46 1.571 4.18 1.512 2.55 1.102 0.112 -14.600 *** 
年齢階層  2 4 3.60 0.603 3.63 0.603 3.57 0.602 0.052 -1.223  
子供の数  1 5 1.56 0.904 1.82 1.009 1.24 0.611 0.070 -8.330 *** 
住まいの形態  0 1 0.61 0.488 0.68 0.466 0.51 0.501 0.042 -4.056 *** 
性別区分  0 1 0.40 0.490 0.23 0.420 0.61 0.489 0.040 9.650 *** 
終学歴  0 1 0.54 0.499 0.62 0.486 0.43 0.496 0.042 -4.505 *** 
扶養する配偶者  0 1 0.26 0.441 0.38 0.487 0.11 0.311 0.034 -8.068 *** 
実効税率の知識  0 1 0.21 0.406 0.24 0.430 0.16 0.369 0.034 -2.413 ** 
退職給付の対象  0 1 0.40 0.491 0.65 0.476 0.08 0.276 0.032 -17.595 *** 
（出所）筆者作成．  














































調整をしないサンプルでも平均値の差の検定を行った．   



















                                                   
82 全ての説明変数の VIF が 2.0 未満であることから，重大な多重共線性は生じていないと考
えられる．  




るように，回答番号 1〜10 を１に，11〜13 を 0 としている（Q16，図表４−４）．また，長








１７のモデル１８，図表５−１９のモデル２１，図表５−２１のモデル２４）．   
5.8. ２つの仮説の検証の結果  








































（n=414）  t 値  
平均値  標準誤差  平均値  標準誤差  
長期勤続の指向  3.70 0.061 3.17 0.066 5.824 *** 
時間選好率  8.06 0.208 8.56 0.210 -1.719 * 
転職の希望  3.66 0.068 3.69 0.068 -0.301  
給与  2.02 0.043 1.96 0.043 0.908  
金融資産  1.88 0.045 1.94 0.045 -0.943  
勤続年数  3.12 0.077 3.03 0.070 0.836  
年齢階層  3.53 0.030 3.53 0.032 -0.110 ** 
子供の数  1.57 0.045 1.43 0.040 2.402  
住まいの形態  0.54 0.025 0.53 0.025 0.487  
性別区分  0.43 0.024 0.41 0.024 0.422  
終学歴  0.56 0.024 0.53 0.025 0.976  
扶養する配偶者  0.24 0.021 0.18 0.019 2.131 * 
実効税率の知識  0.22 0.021 0.24 0.021 -0.494  
退職給付の対象  0.35 0.023 0.21 0.020 4.538 *** 
（出所）筆者作成．  
注）***，**，*は p 値が，それぞれ 0.01，0.05，0.1 未満であることを示す．  
次に，順序ロジスティック回帰分析を行った．長期勤続の指向の係数は，全ての説





















向の係数は-0.317 と負であり（1%水準で有意），時間選好率の係数は 0.035 と正（1%
水準で有意）となった（図表５−７，モデル３）．   
図表５−７	 順序ロジステッィク回帰分析（現在の職場における全サンプル）  
 モデル１  モデル２  モデル３  
説明変数  係数  標準誤差   係数  標準誤差   係数  標準誤差   
長期勤続の指向  -0.322 0.043 *** -0.358 0.042 *** -0.317 0.043 *** 
時間選好率  0.036 0.013 ** 0.037 0.013 *** 0.035 0.012 *** 
転職の希望  -0.016 0.041        
給与  -0.077 0.079        
金融資産  0.163 0.065 **       
勤続年数  0.042 0.044        
年齢階層  0.117 0.088        
子供の数  0.034 0.073        
住まいの形態  0.010 0.108        
性別区分  0.286 0.122 **       
終学歴  -0.052 0.110        
扶養する配偶者  0.441 0.165 ***       
実効税率の知識  -0.170 0.131        
退職給付の対象  0.672 0.134 ***       
傾向スコア  
（時間選好率）     0.048 0.098    
 
傾向スコア  
（長期勤続指向）        -0.363 0.103 
 
n 1159 1159 1159 
対数尤度  3887.281 3936.926 3924.924 
カイ  2 乗  133.354 83.709 95.711 
Nagelkerke 0.112 0.072 0.082 
（出所）筆者作成．  































向スコアで調整した場合と同様に 10%でも有意にはならなかった．  
  
























事業主（A 社）を  
選択しない  
（n=238）  
t 値  
平均値  標準誤差  平均値  標準誤差  
長期勤続の指向  3.62 0.077 2.95 0.089 5.766 *** 
時間選好率  8.40 0.268 8.68 0.272 -0.725  
転職の希望  3.93 0.086 3.94 0.087 -0.069  
給与  1.54 0.046 1.56 0.048 -0.316  
金融資産  1.72 0.057 1.75 0.057 -0.365  
勤続年数  2.35 0.070 2.42 0.070 -0.721  
年齢階層  3.49 0.039 3.53 0.042 -0.726  
子供の数  1.24 0.040 1.29 0.045 -0.772  
住まいの形態  0.45 0.032 0.45 0.032 0.000  
性別区分  0.57 0.032 0.55 0.032 0.277  
終学歴  0.48 0.032 0.48 0.032 0.000  
扶養する配偶者  0.08 0.018 0.11 0.020 -0.782  
実効税率の知識  0.18 0.025 0.19 0.026 -0.352  
退職給付の対象  0.02 0.009 0.02 0.009 0.000  
       
（出所）筆者作成．  























 モデル４  モデル５  モデル６  
説明変数  係数  標準誤差   係数  標準誤差   係数  標準  
誤差  
 
長期勤続の指向  -0.414 0.059 *** -0.405 0.057 *** -0.404 0.058 *** 
時間選好率  0.016 0.018  0.019 0.018  0.015 0.017  
転職の希望  0.040 0.056        
給与  -0.202 0.115 *       
金融資産  0.200 0.094 **       
勤続年数  -0.051 0.069        
年齢階層  0.187 0.118        
子供の数  0.273 0.129 **       
住まいの形態  0.082 0.147        
性別区分  0.183 0.158        
終学歴  -0.055 0.152        
扶養する配偶者  0.242 0.286        
実効税率の知識  -0.270 0.201        
退職給付の対象  1.291 0.309 ***       
傾向スコア  
（時間選好率）  
   0.148 0.137     
傾向スコア  
（長期勤続の指向）  
      -0.050 0.177  
n 611 611 611 
対数尤度  2030.550 2063.224 2080.701 
カイ  2 乗  99.104 71.976 50.409 
Nagelkerke 0.154 0.115 0.083 
（出所）筆者作成．  
























とした回答値の平均である 3.17 と比較すると 1%の水準で有意に大きい．長期勤続の
指向は回答値が大きいほど強いので，転職先が選択できる場合，長期勤続の指向が強
い雇用者ほど，退職給付を有する A 社を選択する傾向が示された．  
時間選好率の質問では，退職給付を有する事業主を「選択する」とした回答の平均

























事業主（A 社）を  
選択しない  
（n=502）  
t 値  
平均値  標準誤差  平均値  標準誤差  
長期勤続の指向  3.79 0.056 3.17 0.057 7.850 *** 
時間選好率  7.59 0.190 8.81 0.186 -4.621 *** 
転職の希望  3.48 0.062 3.77 0.061 -3.299 *** 
給与  2.08 0.039 1.94 0.039 2.550 ** 
金融資産  1.85 0.040 1.86 0.041 -0.242  
勤続年数  3.17 0.070 3.01 0.064 1.681 * 
年齢階層  3.51 0.028 3.50 0.029 0.198  
子供の数  1.56 0.040 1.44 0.037 2.108 ** 
住まいの形態  0.55 0.022 0.54 0.022 0.253  
性別区分  0.42 0.022 0.42 0.022 0.128  
終学歴  0.54 0.022 0.52 0.022 0.758  
扶養する配偶者  0.24 0.019 0.18 0.017 2.414 ** 
実効税率の知識  0.20 0.018 0.23 0.019 -0.846  
退職給付の対象  0.36 0.021 0.24 0.019 4.019 *** 
（出所）筆者作成．  























向の係数は-0.411 と負であり（1%水準で有意），時間選好率の係数は 0.058 と正（1%
水準で有意）となった（図表５−１１，モデル９）．   
図表５−１１	 順序ロジステッィク回帰分析（転職における全サンプル）  
 モデル７  モデル８  モデル９  
説明変数  係数  標準誤差   係数  標準誤差   係数  標準誤差   
長期勤続の指向  -0.419 0.044 *** -0.429 0.042 *** -0.411 0.043 *** 
時間選好率  0.065 0.013 *** 0.064 0.013 *** 0.058 0.013 *** 
転職の希望  0.063 0.041        
給与  -0.084 0.079        
金融資産  0.168 0.065 **       
勤続年数  0.067 0.043        
年齢階層  -0.003 0.088        
子供の数  -0.013 0.073        
住まいの形態  0.015 0.108        
性別区分  0.410 0.122 ***       
終学歴  -0.041 0.110        
扶養する配偶者  0.252 0.164        
実効税率の知識  -0.136 0.131        
退職給付の対象  0.227 0.132 *       
傾向スコア  
（時間選好率）  
   -0.135 0.098     
傾向スコア  
（長期勤続の指向）  
      -0.091 0.102  
n 1159 1159 1159 
対数尤度  3896.657 3921.382 3922.462 
カイ  2 乗  150.737 126.013 124.933 
Nagelkerke 0.126 0.106 0.105 
（出所）筆者作成．  























回答の平均が 8.07 で「選択しない」の回答の平均の 9.09 と比較すると 1%の水準で有
意に小さい．時間選好率は回答値が小さいほど低いので，転職先を選択できる場合，
時間選好率が低い非正規雇用者ほど，退職給付を有する事業主を選択する傾向が示さ

































事業主（A 社）を  
選択しない  
（n=280）  
t 値  
平均値  標準誤差  平均値  標準誤差  
長期勤続の指向  3.61 0.074 2.99 0.078 5.774 *** 
時間選好率  8.07 0.246 9.09 0.247 -2.929 *** 
転職の希望  3.87 0.078 3.99 0.081 -1.046  
給与  1.56 0.044 1.54 0.043 0.406  
金融資産  1.66 0.052 1.68 0.051 -0.294  
勤続年数  2.43 0.066 2.40 0.066 0.268  
年齢階層  3.50 0.037 3.50 0.039 -0.066  
子供の数  1.24 0.037 1.25 0.039 -0.268  
住まいの形態  0.46 0.030 0.47 0.030 -0.169  
性別区分  0.59 0.029 0.57 0.030 0.427  
終学歴  0.44 0.030 0.45 0.030 -0.255  
扶養する配偶者  0.10 0.018 0.09 0.017 0.286  
実効税率の知識  0.14 0.021 0.19 0.023 -1.476  
退職給付の対象  0.03 0.011 0.03 0.010 0.246  
       
       
（出所）筆者作成．  






















続の指向の係数は-0.429 と負であり（1%水準で有意），時間選好率の係数は 0.067 と
正（1%水準で有意）となった（図表５−１３，モデル１２）．   
図表５−１３	 順序ロジステッィク回帰分析（転職における非正規サンプル）  
 モデル１０  モデル１１  モデル１２  
説明変数  係数  標準誤差   係数  標準誤差   係数  標準誤差   
長期勤続の指向  -0.446 0.059 *** -0.419 0.057 *** -0.429 0.059 *** 
時間選好率  0.075 0.018 *** 0.074 0.018 *** 0.067 0.017 *** 
転職の希望  0.082 0.056        
給与  -0.243 0.115 **       
金融資産  0.244 0.094 ***       
勤続年数  0.026 0.069        
年齢階層  0.031 0.117        
子供の数  0.183 0.129        
住まいの形態  0.030 0.147        
性別区分  0.353 0.158 **       
終学歴  0.018 0.152        
扶養する配偶者  0.137 0.285        
実効税率の知識  -0.392 0.201 *       
退職給付の対象  0.922 0.301 ***       
傾向スコア  
（時間選好率）  
   0.205 0.137     
傾向スコア  
（長期勤続の指向）  
      0.079 0.177  
n 611 611 611 
対数尤度  2030.550 2059.778 2061.759 
カイ  2 乗  99.104 69.876 67.895 
Nagelkerke 0.154 0.111 0.108 
（出所）筆者作成．  



















































事業主（A 社）を  
選択しない  
（n=288）  
t 値  
平均値  標準誤差  平均値  標準誤差  
長期勤続の指向  3.76 0.070 3.02 0.076 7.124 *** 
時間選好率  7.78 0.247 8.87 0.244 -3.151 *** 
給与  1.91 0.052 1.79 0.049 1.693 * 
金融資産  1.82 0.053 1.71 0.051 1.507  
勤続年数  2.91 0.085 2.69 0.075 1.935  
年齢階層  3.42 0.038 3.46 0.039 -0.764  
子供の数  1.53 0.053 1.35 0.044 2.611 * 
住まいの形態  0.54 0.029 0.47 0.029 1.668 *** 
性別区分  0.43 0.029 0.45 0.029 -0.502 * 
終学歴  0.52 0.029 0.50 0.030 0.416  
扶養する配偶者  0.20 0.024 0.15 0.021 1.658 * 
実効税率の知識  0.20 0.024 0.22 0.024 -0.615  
退職給付の対象  0.29 0.027 0.17 0.022 3.398 *** 
       
（出所）筆者作成．  
注）***，**，*は p 値が，それぞれ 0.01，0.05，0.1 未満であることを示す．  
次に，転職を希望する雇用者での順序ロジスティック回帰分析を行った．長期勤続






















続の指向の係数は-0.392 と負であり（1%水準で有意），時間選好率の係数は 0.048 と
正（1%水準で有意）となった（図表５−１５，モデル１５）．  
図表５−１５	 順序ロジステッィク回帰分析（転職希望の雇用者サンプル）  
 モデル１３  モデル１４  モデル１５  
説明変数  係数  標準誤差   係数  標準誤差   係数  標準誤差   
長期勤続の指向  -0.395 0.059 *** -0.415 0.058 *** -0.392 0.058 *** 
時間選好率  0.048 0.018 *** 0.047 0.018 *** 0.048 0.018 *** 
          
給与  0.003 0.108        
金融資産  -0.034 0.091        
勤続年数  0.041 0.062        
年齢階層  0.109 0.116        
子供の数  -0.161 0.102        
住まいの形態  0.114 0.148        
性別区分  0.193 0.163        
終学歴  -0.108 0.152        
扶養する配偶者  -0.008 0.240        
実効税率の知識  -0.016 0.179        
退職給付の対象  0.524 0.193 ***       
傾向スコア  
（時間選好率）  
   -0.167 0.123     
傾向スコア  
（長期勤続指向）  
      -0.464 0.184 ** 
n 611 611 611 
対数尤度  2058.986 2073.160 2068.769 
カイ  2 乗  82.240 68.066 72.456 
Nagelkerke 0.130 0.109 0.115 
（出所）筆者作成．  
























回答の平均が 8.79 で「選択しない」の回答の平均の 9.27 と比較すると 1%の水準で有
意に小さい．時間選好率は回答値が小さいほど低いので，転職を希望する非正規雇用
者では，時間選好率が低い者ほど，退職給付を有する事業主を選択する傾向が示され























事業主（A 社）を  
選択しない  
（n=172）  
t 値  
平均値  標準誤差  平均値  標準誤差  
長期勤続の指向  3.64 0.098 2.87 0.103 5.415 *** 
時間選好率  7.79 0.317 9.27 0.307 -3.359 *** 
給与  1.51 0.055 1.48 0.051 0.387  
金融資産  1.63 0.064 1.61 0.064 0.193  
勤続年数  2.33 0.081 2.32 0.082 0.050  
年齢階層  3.41 0.050 3.51 0.049 -1.493  
子供の数  1.24 0.048 1.26 0.050 -0.168  
住まいの形態  0.43 0.038 0.41 0.038 0.327  
性別区分  0.56 0.038 0.56 0.038 0.000  
終学歴  0.48 0.038 0.44 0.038 0.756  
扶養する配偶者  0.09 0.022 0.09 0.022 0.000  
実効税率の知識  0.15 0.027 0.19 0.030 -1.000  
退職給付の対象  0.01 0.008 0.01 0.008 0.000  
（出所）筆者作成．  
























0.064 と正（1%水準で有意）となった（図表５−１７，モデル１８）．  
図表５−１７	 順序ロジステッィク回帰分析（転職希望の非正規サンプル）  
 モデル１６  モデル１７  モデル１８  
説明変数  係数  標準誤差   係数  標準誤差   係数  標準誤差   
長期勤続の指向  -0.462 0.073 *** -0.451 0.072 *** -0.438 0.072 *** 
時間選好率  0.065 0.023 *** 0.059 0.023 *** 0.064 0.022 *** 
転職の希望           
給与  -0.164 0.151        
金融資産  0.101 0.122        
勤続年数  0.067 0.088        
年齢階層  0.108 0.148        
子供の数  0.078 0.165        
住まいの形態  0.056 0.193        
性別区分  0.160 0.204        
終学歴  0.023 0.198        
扶養する配偶者  -0.206 0.387        
実効税率の知識  -0.219 0.258        
退職給付の対象  1.664 0.436        
傾向スコア  
（時間選好率）  
   -0.109 0.170 ***    
傾向スコア  
（長期勤続の指向）  
      -0.215 0.248  
n 370 370 370 
対数尤度  1219.987 1241.743 1241.415 
カイ  2 乗  70.557 48.800 49.129 
Nagelkerke 0.179 0.127 0.128 
（出所）筆者作成．  


















































事業主（A 社）を  
選択しない  
（n=214）  
t 値  
平均値  標準誤差  平均値  標準誤差  
長期勤続の指向  3.90 0.084 3.36 0.085 4.523 *** 
時間選好率  7.86 0.299 8.73 0.288 -2.106 ** 
給与  2.18 0.060 2.15 0.062 0.326  
金融資産  1.86 0.063 2.07 0.064 -2.335 ** 
勤続年数  3.49 0.108 3.44 0.105 0.311  
年齢階層  3.63 0.040 3.56 0.042 1.123  
子供の数  1.54 0.061 1.57 0.064 -0.265  
住まいの形態  0.61 0.033 0.64 0.033 -0.498  
性別区分  0.41 0.034 0.37 0.033 0.891  
終学歴  0.54 0.034 0.54 0.034 0.097  
扶養する配偶者  0.27 0.030 0.22 0.028 1.126  
実効税率の知識  0.19 0.027 0.23 0.029 -1.185  
退職給付の対象  0.43 0.034 0.34 0.032 1.792 * 
       
（出所）筆者作成．  
注）***，**，*は p 値が，それぞれ 0.01，0.05，0.1 未満であることを示す．  
次に，転職を希望しない雇用者での順序ロジスティック回帰分析を行った．長期勤






















続の指向の係数は-0.458 と負であり（1%水準で有意），時間選好率の係数は 0.070 と
正（1%水準で有意）となった（図表５−１９，モデル２１）．  
図表５−１９	 順序ロジステッィク回帰分析（転職希望無しの雇用者サンプル）  
 モデル１９  モデル２０  モデル２１  
説明変数  係数  標準誤差   係数  標準誤差   係数  標準誤差   
長期勤続の指向  -0.473 0.066 *** -0.442 0.063 *** -0.458 0.066 *** 
時間選好率  0.085 0.019 *** 0.081 0.019 *** 0.070 0.018 *** 
          
給与  -0.192 0.117        
金融資産  0.416 0.096 ***       
勤続年数  0.068 0.061        
年齢階層  -0.167 0.139        
子供の数  0.169 0.107        
住まいの形態  -0.111 0.162        
性別区分  0.696 0.187 ***       
終学歴  0.104 0.163        
扶養する配偶者  0.546 0.229 **       
実効税率の知識  -0.226 0.194        
退職給付の対象  -0.022 0.187        
傾向スコア  
（時間選好率）     0.319 0.319 **    
傾向スコア  
（長期勤続指向）        0.212 0.122 * 
n 548 548 548 
対数尤度  1788.033 1820.982 1823.843 
カイ  2 乗  94.447 61.498 58.637 
Nagelkerke 0.163 0.110 0.105 
（出所）筆者作成．  
























回答の平均が 8.70 で「選択しない」の回答の平均の 9.31 と比較すると小さいが，10%
























事業主（A 社）を  
選択しない  
（n=101）  
t 値  
平均値  標準誤差  平均値  標準誤差  
長期勤続の指向  3.50 0.117 3.13 0.124 2.152 ** 
時間選好率  8.70 0.398 9.31 0.407 -1.061  
給与  1.67 0.075 1.62 0.081 0.451  
金融資産  1.65 0.086 1.81 0.091 -1.265  
勤続年数  2.52 0.104 2.54 0.115 -0.128  
年齢階層  3.55 0.057 3.53 0.065 0.228  
子供の数  1.24 0.060 1.25 0.064 -0.113  
住まいの形態  0.50 0.050 0.55 0.050 -0.702  
性別区分  0.56 0.050 0.54 0.050 0.282  
終学歴  0.44 0.050 0.44 0.050 0.000  
扶養する配偶者  0.11 0.031 0.10 0.030 0.229  
実効税率の知識  0.15 0.036 0.21 0.041 -1.101  
退職給付の対象  0.08 0.027 0.06 0.024 0.552  
（出所）筆者作成．  

























0.082 と正（1%水準で有意）となった（図表５−２１，モデル２４）．  
図表５−２１	 順序ロジステッィク回帰分析（転職希望無しの非正規サンプル）  
 モデル２２  モデル２３  モデル２４  
説明変数  係数  標準誤差   係数  標準誤差   係数  標準誤差   
長期勤続の指向  -0.431 0.102 *** -0.359 0.096 *** -0.422 0.100 *** 
時間選好率  0.096 0.029 *** 0.093 0.029 *** 0.082 0.028 *** 
転職の希望           
給与  -0.388 0.186 **       
金融資産  0.499 0.153 ***       
勤続年数  -0.010 0.111        
年齢階層  -0.129 0.204        
子供の数  0.462 0.215 **       
住まいの形態  -0.156 0.234        
性別区分  0.720 0.261 **       
終学歴  -0.007 0.248        
扶養する配偶者  0.740 0.436 *       
実効税率の知識  -0.647 0.327 **       
退職給付の対象  0.168 0.430        
傾向スコア  
（時間選好率）     0.281 0.185     
傾向スコア  
（長期勤続の指向）        0.343 0.189 * 
n 241 241 241 
対数尤度  778.074 799.457 798.568 
カイ  2 乗  44.427 23.044 23.933 
Nagelkerke 0.174 0.094 0.098 
（出所）筆者作成．  















5.8.3. ２つの仮説の検証の結果とまとめ  
各サンプルにおける仮説の検証を総括すると，以下のように，２つの仮説では異な


































































































する  する  
非正規  
(611) - 
非適用  長：*** 
時： - 
長：*** 


















しない  する  
全体  有り  (611) 
非適用    長：*** 
時：*** 
長：*** 
時：***  する  







 する  
非正規  有り  (370) 
非適用    長：*** 
時：*** 
長：*** 
時：***  する  







 する  
全体  無し  (548) 
非適用    長：*** 
時：** 
長：*** 
時：***  する  







 する  
非正規  無し  (241) 
非適用    長：** 
時： - 
長：*** 
時：***  する  
適用    
長：** 





 する  
（出所）筆者作成．  
注）***，**，*は p 値が，それぞれ 0.01，0.05，0.1 未満であることを示す .	 括弧内の数
字はサンプル数．長：長期勤続の指向，時：時間選好率．順序ロジ回帰分析：順序ロジステ
ィック回帰分析．  
                                                   
89 石田（2011）や小川（2014）などが示す，処置群における処置効果（ATT: Average Treatment 






































                                                   




























小  大  平均  標準
偏差  平均  
標準




誤差  t 値  
 
退職給付の対象  0 1 0.32 0.466 0.24 0.428 0.40 0.491 0.027 -5.983 *** 
現職への満足度  1 6 3.45 1.140 2.99 1.095 3.95 0.962 0.060 -15.902 *** 
雇用形態の維持  1 6 3.99 1.455 3.46 1.421 4.59 1.249 0.078 -14.377 *** 
長期勤続の指向  1 6 3.53 1.292 3.39 1.301 3.69 1.266 0.076 -3.930 *** 
時間選好率  1 13 8.19 4.229 8.23 4.190 8.15 4.274 0.249 0.319  
給与  1 3 2.01 0.882 1.86 0.859 2.18 0.877 0.051 -6.263 *** 
金融資産  1 3 1.84 0.905 1.77 0.885 1.91 0.922 0.053 -2.560 ** 
勤続年数  1 6 3.10 1.495 2.78 1.347 3.46 1.571 0.086 -7.859 *** 
年齢階層  2 4 3.52 0.637 3.44 0.656 3.60 0.603 0.037 -4.471 *** 
子供の数  1 5 1.51 0.880 1.46 0.857 1.56 0.904 0.052 -2.032 ** 
住まいの形態  0 1 0.55 0.498 0.50 0.500 0.61 0.488 0.029 -3.795 *** 
性別区分  0 1 0.42 0.494 0.45 0.498 0.40 0.490 0.029 1.807 * 
終学歴  0 1 0.52 0.500 0.51 0.500 0.54 0.499 0.029 -0.942  
扶養する配偶者  0 1 0.22 0.411 0.17 0.379 0.26 0.441 0.024 -3.678 *** 
実効税率の知識  0 1 0.21 0.409 0.22 0.412 0.21 0.406 0.024 0.333  
（出所）筆者作成．  
























図表５−２４	 順序ロジスティック回帰分析（全サンプル）  
 モデル２５  モデル２６  モデル２７  
説明変数  係数  標準誤差   係数  標準誤差   係数  標準誤差   
退職給付の対象  0.388 0.133 *** 0.327 0.135 ** -0.025 0.140  
現職への満足度   	   -1.102 0.057 *** -0.922 0.059 *** 
雇用形態の維持   	    	   -0.565 0.048 *** 
長期勤続の指向  -0.158 0.042 *** -0.122 0.043 *** -0.095 0.044 ** 
時間選好率  -0.011 0.013  -0.017 0.013  -0.012 0.013  
給与  -0.239 0.079 *** -0.085 0.081  -0.020 0.081  
金融資産  -0.014 0.065  0.028 0.066  -0.022 0.067  
勤続年数  -0.230 0.043 *** -0.293 0.044 *** -0.207 0.045 *** 
年齢階層  -0.134 0.088  -0.219 0.090 ** -0.294 0.091 *** 
子供の数  0.128 0.073 * 0.104 0.075  0.119 0.075  
住まいの形態  0.260 0.109 ** 0.128 0.111  0.131 0.112  
性別区分  0.350 0.122 *** 0.020 0.125  0.007 0.127  
終学歴  -0.037 0.111  -0.027 0.113  0.017 0.114  
扶養する配偶者  0.281 0.165 ** 0.172 0.168  0.154 0.169  
実効税率の知識  -0.081 0.131  -0.077 0.134  -0.117 0.135  
n 1159 1159 1159 
対数尤度  3734.694 3366.131 3241.770 
カイ  2 乗  153.211 545.342 679.642 
Nagelkerke 0.128 0.388 0.459 
（出所）筆者作成．  



































小  大  平均  標準
偏差  平均  
標準




誤差  t 値  
 
退職給付の対象  0 1 0.60 0.491 0.52 0.501 0.65 0.476 0.042 -3.128 *** 
現職への満足度  1 6 3.51 1.112 2.93 1.095 3.96 0.896 0.087 -11.840 *** 
雇用形態の維持  1 6 4.69 1.179 4.24 1.272 5.03 0.970 0.099 -7.966 *** 
時間選好率  1 6 3.77 1.236 3.55 1.197 3.95 1.241 0.105 -3.767 *** 
給与  1 13 7.83 4.264 8.06 4.201 7.65 4.311 0.367 1.117  
金融資産  1 3 2.51 0.754 2.40 0.795 2.60 0.709 0.065 -3.080 *** 
勤続年数  1 3 2.02 0.918 1.97 0.910 2.05 0.924 0.079 -1.027  
年齢階層  1 6 3.87 1.510 3.47 1.414 4.18 1.512 0.125 -5.628 *** 
子供の数  2 4 3.54 0.634 3.42 0.655 3.63 0.603 0.054 -3.833 *** 
住まいの形態  1 5 1.78 1.019 1.73 1.031 1.82 1.009 0.088 -0.948  
性別区分  0 1 0.64 0.480 0.59 0.493 0.68 0.466 0.041 -2.290 ** 
終学歴  0 1 0.25 0.431 0.27 0.445 0.23 0.420 0.037 1.116  
扶養する配偶者  0 1 0.60 0.490 0.58 0.494 0.62 0.486 0.042 -0.977  
実効税率の知識  0 1 0.35 0.476 0.30 0.459 0.38 0.487 0.041 -2.110 ** 
退職給付の対象  0 1 0.27 0.442 0.29 0.457 0.24 0.430 0.038 1.312  
（出所）筆者作成．  















図表５−２６	 順序ロジスティック回帰分析（正規雇用サンプルのみ）  
 モデル２８  モデル２９  モデル３０  
説明変数  係数  標準誤差   係数  標準誤差   係数  標準誤差   
退職給付の対象  0.245 0.168  0.148 0.171  -0.020 0.174  
現職への満足度   	   -1.209 0.088 *** -1.093 0.090 *** 
雇用形態の維持   	   1.000 	  	  -0.543 0.078 *** 
長期勤続の指向  -0.268 0.065 *** -0.172 0.066 ** -0.129 0.068 ** 
時間選好率  0.015 0.019  -0.006 0.019  -0.006 0.019  
給与  -0.039 0.119  0.102 0.122  0.119 0.123  
金融資産  0.020 0.092  0.051 0.094  0.009 0.095  
勤続年数  -0.245 0.061 *** -0.282 0.063 *** -0.258 0.063 *** 
年齢階層  -0.210 0.139  -0.325 0.142 ** -0.327 0.143 ** 
子供の数  0.053 0.091  0.128 0.093  0.136 0.093  
住まいの形態  0.280 0.164 * 0.105 0.168  0.151 0.169  
性別区分  0.113 0.200  0.044 0.204  0.013 0.206  
終学歴  0.135 0.164  -0.017 0.168  -0.071 0.170  
扶養する配偶者  0.197 0.207  0.271 0.212  0.237 0.213  
実効税率の知識  -0.135 0.176  -0.133 0.180  -0.166 0.181  
n 548 548 548 
対数尤度  1757.094 1558.140 1513.551 
カイ  2 乗  74.212 275.938 321.913 
Nagelkerke 0.131 0.410 0.460 
（出所）筆者作成．  
























きが小さい（図表５−２７）．   










小  大  平均  標準
偏差  平均  
標準




誤差  t 値  
 
退職給付の対象  0 1 0.07 0.250 0.06 0.232 0.08 0.276 0.021 -1.220  
現職への満足度  1 6 3.39 1.162 3.04 1.095 3.95 1.041 0.088 -10.353 *** 
雇用形態の維持  1 6 3.37 1.397 2.95 1.272 4.02 1.332 0.107 -9.980 *** 
長期勤続の指向  1 6 3.32 1.305 3.29 1.356 3.36 1.224 0.106 -0.679  
時間選好率  1 13 8.52 4.173 8.34 4.185 8.79 4.148 0.345 -1.297  
給与  1 3 1.56 0.734 1.51 0.703 1.64 0.773 0.062 -2.187 ** 
金融資産  1 3 1.68 0.863 1.64 0.844 1.73 0.890 0.072 -1.149  
勤続年数  1 6 2.42 1.097 2.33 1.087 2.55 1.102 0.091 -2.372 ** 
年齢階層  2 4 3.50 0.639 3.45 0.658 3.57 0.602 0.052 -2.317 ** 
子供の数  1 4 1.26 0.642 1.28 0.662 1.24 0.611 0.053 0.736  
住まいの形態  0 1 0.47 0.499 0.44 0.497 0.51 0.501 0.041 -1.790 * 
性別区分  0 1 0.58 0.494 0.56 0.496 0.61 0.489 0.041 -1.108  
終学歴  0 1 0.45 0.498 0.46 0.499 0.43 0.496 0.041 0.808  
扶養する配偶者  0 1 0.10 0.298 0.09 0.289 0.11 0.311 0.025 -0.648  
実効税率の知識  0 1 0.16 0.370 0.16 0.372 0.16 0.369 0.031 0.099  
（出所）筆者作成．  
















図表５−２８	 順序ロジスティック回帰分析（非正規雇用サンプルのみ）  
 モデル３１  モデル３２  モデル３３  
説明変数  係数  標準誤差   係数  標準誤差   係数  標準誤差   
退職給付の対象  0.446 0.296  0.265 0.301  0.171 0.304  
現職への満足度   	   -1.030 0.077 *** -0.752 0.081 *** 
雇用形態の維持   	    	  	  -0.628 0.066 *** 
長期勤続の指向  -0.098 0.057 * -0.086 0.058  -0.077 0.059  
時間選好率  -0.033 0.018 * -0.024 0.018  -0.020 0.018  
給与  -0.329 0.115 *** -0.136 0.117  -0.153 0.118  
金融資産  -0.060 0.094  -0.005 0.096  -0.056 0.096  
勤続年数  -0.181 0.069 *** -0.245 0.070 *** -0.159 0.071 ** 
年齢階層  -0.114 0.118  -0.206 0.120 * -0.257 0.121 ** 
子供の数  0.319 0.129 ** 0.146 0.132  0.133 0.134  
住まいの形態  0.229 0.147  0.111 0.150  0.120 0.151  
性別区分  0.513 0.158 *** 0.095 0.164  0.010 0.166  
終学歴  -0.148 0.153  -0.051 0.155  0.095 0.157  
扶養する配偶者  0.235 0.286  -0.007 0.292  0.059 0.295  
実効税率の知識  -0.050 0.201  -0.070 0.205  -0.037 0.207  
n 611 611 611 
対数尤度  1958.286 1793.586 1713.691 
カイ  2 乗  44.131 228.239 313.915 
Nagelkerke 0.072 0.323 0.417 


































































６章  結論  
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小  大  平均  
標準  
偏差  平均  
標準  
偏差  平均  
標準  
偏差  平均  
標準  




金を選択する  1 6 3.05 1.643 2.90 1.684 3.20 1.593 3.24 1.590 3.16 1.568 
Q2  1 年勤めないと
退職金が受け取れな
くても選択する  
1 6 2.48 1.272 2.28 1.219 2.68 1.295 2.53 1.278 2.84 1.273 
Q3 「Q2」が「3 年」 1 6 2.94 1.486 2.58 1.361 3.30 1.519 2.97 1.517 3.57 1.463 
Q4「Q2」が「10 年」 1 6 3.74 1.620 3.26 1.522 4.23 1.571 3.79 1.736 4.58 1.297 
Q5 「Q2」が「60 歳





1 13 8.82 4.367 9.00 4.349 8.69 4.384 8.73 4.448 8.68 4.419 
Q7 転職で退職金制
度がある A 社を選択  1 6 3.35 1.547 3.29 1.581 3.41 1.516 3.49 1.642 3.38 1.426 
Q8 1 年は勤めない
と退職金を受け取れ
なくても A 社を選ぶ  
1 6 2.40 1.015 2.34 0.981 2.47 1.046 2.33 1.030 2.57 1.067 
Q9 「Q8」が「3 年」 1 6 2.73 1.214 2.56 1.133 2.90 1.268 2.61 1.197 3.11 1.287 
Q10「Q8」が「10 年」 1 6 3.43 1.520 3.09 1.435 3.77 1.526 3.42 1.637 4.05 1.380 
Q11「Q8」が「60 歳
まで勤める」  1 6 3.82 1.607 3.54 1.552 4.11 1.613 3.70 1.671 4.46 1.538 




1 13 9.08 4.041 8.94 4.002 9.19 4.075 9.48 4.153 8.87 4.134 
Q13_1 低 1 年は
勤めるべき  1 6 4.60 1.322 4.62 1.289 4.57 1.352 4.47 1.403 4.58 1.313 
Q13_2 低 3 年は
勤めるべき  1 6 4.32 1.292 4.46 1.242 4.20 1.324 4.18 1.352 4.11 1.328 
Q13_3 低 10 年は
勤めるべき  1 6 3.53 1.292 3.77 1.236 3.32 1.305 3.47 1.346 3.12 1.223 
Q13_4 60 歳までは
勤めるべき  1 6 3.20 1.363 3.44 1.300 2.99 1.384 3.20 1.441 2.78 1.300 
Q14	 食事の時，好
きものから食べる  1 6 3.90 1.284 3.90 1.289 3.91 1.281 3.93 1.338 3.88 1.222 
Q15	 夏休みの宿題




1 13 8.19 4.229 7.83 4.264 8.52 4.173 8.63 4.214 8.52 4.152 
Q17 Q16 が「3 年後」 1 23 15.64 7.578 14.70 7.672 16.49 7.397 16.44 7.553 16.64 7.293 
Q18	 既婚である  0 1 0.39 0.487 0.52 0.500 0.27 0.444 0.26 0.441 0.00 0.000 
Q19	 配偶者を扶養  0 1 0.22 0.411 0.35 0.476 0.10 0.298 0.20 0.399 0.00 0.000 
Q20	 親と同居  0 1 0.34 0.473 0.29 0.453 0.38 0.487 0.41 0.492 0.48 0.500 
Q21	 親を扶養する  0 1 0.09 0.280 0.10 0.303 0.07 0.256 0.11 0.315 0.05 0.211 
Q22	 勤め先に退職


























小  大  平均  
標準  
偏差  平均  
標準  
偏差  平均  
標準  
偏差  平均  
標準  




対象者である  0 1 0.32 0.466 0.60 0.491 0.07 0.250 0.07 0.256 0.07 0.249 
Q24	 家計が苦しい  1 6 4.00 1.155 3.85 1.158 4.13 1.138 4.30 1.172 4.10 1.063 
Q25	 老後（65 歳以
降）の生活が心配だ  1 6 4.91 1.206 4.73 1.179 5.08 1.205 5.07 1.211 5.16 1.171 
Q26	 退職金と給与
の税率の違いを知る  0 1 0.21 0.409 0.27 0.442 0.16 0.370 0.13 0.334 0.14 0.343 
Q27	 金融資産  1 13 2.70 2.637 3.18 2.945 2.27 2.241 2.24 2.148 2.30 2.375 
Q27	 金融資産  
（３段階）  1 3 1.84 0.905 2.02 0.918 1.68 0.863 1.65 0.865 1.68 0.861 
Q27 金融資産	 世帯  1 13 2.76 2.543 3.21 2.826 2.35 2.182 2.26 2.236 2.00 1.725 
Q27 金融資産	 世帯  
（3 段階）  1 3 1.96 0.919 2.13 0.912 1.80 0.898 1.70 0.878 1.74 0.878 
Q28 持ち家である  0 1 0.55 0.498 0.64 0.480 0.47 0.499 0.47 0.500 0.47 0.500 
Q29 住宅ローンあり  0 1 0.24 0.429 0.37 0.482 0.13 0.338 0.16 0.364 0.05 0.211 
Q30 ローン残高  1 13 5.57 2.340 5.82 2.325 4.95 2.272 4.50 1.871 4.08 2.065 
Q31 学歴（大学以上
が 1）  0 1 0.52 0.500 0.60 0.490 0.45 0.498 0.48 0.501 0.40 0.491 
Q32	 子供の数  1 5 1.51 0.880 1.78 1.019 1.26 0.642 1.34 0.734 1.12 0.429 
Q33	 勤続年数  1 6 3.10 1.495 3.87 1.510 2.42 1.097 2.48 1.081 2.37 1.130 
Q34	 今後も同じ雇
用形態がよい  1 6 3.99 1.455 4.69 1.179 3.37 1.397 3.11 1.437 3.55 1.314 
Q35 次頁に掲載              
Q36	 職場に満足だ  1 6 3.55 1.140 3.49 1.112 3.61 1.162 3.10 1.239 3.54 1.059 
Q37	 転職希望だ  1 6 3.60 1.379 3.28 1.353 3.89 1.339 4.05 1.367 3.86 1.266 
Q38	 健康状態良好  1 6 4.03 0.990 3.96 0.969 4.09 1.006 3.94 1.041 4.12 0.950 
Q39	 喫煙の習慣  0 6 1.29 1.819 1.45 1.880 1.14 1.751 1.56 1.965 0.86 1.528 
Q40	 高い成果を得
るには危険を冒す  0 10 4.52 2.123 4.70 2.127 4.36 2.108 4.67 2.201 4.10 2.009 
Q41 盗難に遭わない  1 6 3.43 1.056 3.45 1.049 3.42 1.063 3.39 1.120 3.45 0.982 
FQ1 次頁に掲載              
FQ2	 雇用形態：無
期_0，有期_1 0 1 0.53 0.499 0.00 0.000 1.00 0.000 1.00 0.000 1.00 0.000 
FQ3 次頁に掲載              
FQ4 個人給与  2 8 3.51 1.676 4.45 1.724 2.68 1.086 2.97 1.343 2.48 0.785 
FQ4 個人給与 3 段  1 3 2.01 0.882 2.51 0.754 1.56 0.734 1.74 0.789 1.45 0.659 
FQ4 世帯給与  2 8 4.24 2.006 5.06 1.870 3.51 1.835 3.39 1.626 2.78 1.260 
FQ4 世帯給与 3 段  1 3 2.27 0.865 2.65 0.675 1.93 0.876 1.95 0.844 1.60 0.778 
基本属性：  
性別  男性 0，女性 1 0 1 0.42 0.494 0.25 0.431 0.58 0.494 0.00 0.000 1.00 0.000 
基本属性：  
年齢階層	 20 代，30
代，40 代  
2 4 3.52 0.637 3.54 0.634 3.50 0.639 3.68 0.468 3.42 0.680 
注）各サンプル群における追加的質問のサンプル数は以下の通り．  
*1: Q2~5; n=745, Q6; n=414,Q8~11; n=657, Q12; n=502, Q30; n=281 
*2: Q2~5; n=372, Q6; n=176, Q8~11; n=329, Q12; n=219, Q30; n=201 
*3: Q2~5; n=373, Q6; n=238,Q8~11; n=328, Q12; n=283, Q30; n=80 
*4: Q2~5; n=140, Q6; n=103,Q8~11; n=125, Q12; n=118, Q30; n=30 









補図表２	 全質問と回答の基本統計量（つづき）  
一部のカテゴリーデータの回答数  












Q35	 希望雇用形態  １~ 6 
1= 275, 2= 19, 
3=20, 4=42, 
5=19, 6=15. 
（n= 390）  
1= 47, 2= 2, 3= 
2, 4= 3, 5= 6, 
6= 8. 
（n= 60）  
1= 228, 2= 17, 
3= 18, 4= 39, 
5= 13, 6= 17. 
（n= 332）  
1= 98, 2= 11, 
3= 10, 4= 25, 
5= 2, 6= 3. 
（n= 149）  
1= 91, 2= 5, 
3= 6, 4= 12, 
5= 6, 6= 3. 
（n= 123）  
FQ1	 職業  1 か 4 
1=1,122, 
4=37. 
（n= 1,159）  
1= 526, 4= 22. 
（n= 548）  
1=596, 4= 15. 
（n= 611）  
1= 235, 4= 8. 
（n= 243）  
1= 254, 4= 4. 
（n= 258）  
FQ３	 派遣の種類  １~ 5 
1= 2, 2= 4, 3= 
16, 4= 127, 5= 
153. 
（n= 302）  
4=1, 5=5. 
（n= 6）  
1= 2, 2= 4, 3= 
16, 4= 126, 5= 
148. 
（n= 296）  
1= 1, 2= 2, 3= 
9, 4= 36, 5= 
43. 
（n= 91）  
1= 1, 2= 0, 3= 
4, 4= 6, 5= 75. 
（n= 84）  
（出所）筆者作成．  
